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宮城県内中小企業における人材マネジメントの現状と課題
―石巻圏域を含む地域比較の視点から―

１．背景と目的
　中小企業は我が国の企業数の大半を占め、雇用の多くを担う（中小企業庁 , 2025）。とくに
地方では、中小企業が地域の雇用と経済を支える基盤となっている。人口減少と少子高齢化が
進むなかで、地方中小企業が人材をいかに確保・育成・定着させるかは、個々の企業を超えて
地域経済の持続可能性を左右する政策課題となっている。
　そもそも中小企業の人材マネジメントは、大企業とは異なる特徴をもつ（Cardon & 
Stevens, 2004; Heneman et al., 2000）。第一に制度の非定型性であり、体系的な人事制度や専
任の人事部門を備える企業は限られる。第二に経営資源の制約であり、計画的な教育訓練や
外部研修の実施が制約を受けやすい。第三に経営者の関与の大きさであり、人事の意思決定
が経営者個人の判断に強く依存しやすい（Kotey & Slade, 2005）。こうした特徴は、計画的な
OJT・OFF-JT の実施や自己啓発支援の状況において、企業規模による差として現れることが
各種調査から示されている（厚生労働省 , 2025）。
　とりわけ地方圏の中小企業は、人材確保の面で困難に直面している。若年層の都市部への流
出により地方の労働供給は細る一方、企業間の採用競争は激化している（国立国会図書館調査
及び立法考査局 , 2025）。その採用活動は、ハローワークや高校・大学等の教育機関、地縁的
なネットワークといった地域密着型のチャネルに依存しやすく、全国的な就職情報サイトや
人材紹介サービスの活用は相対的に限られる（中小企業研究センター , 2021a）。さらに東日本
大震災の被災地域では、震災後の人口流出や産業構造の変化が労働需給に影響を及ぼしてきた

（周 , 2011; 日本総合研究所 , 2021）。
　他方、人材育成の中核をなすのは、職場での経験を通じた学習である。Kolb（1984）は、具
体的経験・省察的観察・抽象的概念化・能動的実験からなる循環として学習を捉えた。もっと
も学習は企業内に閉じるとは限らない。越境学習（中原 , 2012; 石山・伊達 , 2022; Engeström, 
2008）や実践共同体（Wenger, 1998）の議論は、組織や地域の境界を越えた関係のなかに学
習機会を見いだしうることを示す。この観点からは、大学・商工団体・金融機関・自治体等と
の連携や産学連携は、中小企業が単独では確保しにくい育成資源を外部から補う回路として位
置づけられる（中小企業研究センター , 2021b; 工藤 , 2013）。
　もっとも、これまでの全国統計や各種調査は、中小企業の人材マネジメントの全国的傾向や
企業規模別の傾向を明らかにしてきたが、同一県内における地域差を十分には捉えてこなかっ
た。地方圏は一様ではなく、県庁所在地を含む都市部と沿岸部・周縁部とでは、労働市場や産
業構造が異なりうる。とりわけ宮城県の石巻圏域は、東日本大震災の被災地であり、固有の人
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材課題を抱える可能性がある。
　そこで本研究では、宮城県内中小企業の人材マネジメントの現状と課題を、石巻圏域を含む
地域比較の視点から明らかにすることを目的とする。具体的には、宮城県内陸部（石巻圏域を
除く宮城県内）を基準として、石巻圏域の中小企業の人材マネジメントにどのような特徴がみ
られるか、そしてそれは全国水準と比べてどう位置づけられるか、という二つの問いを設定す
る。分析は「採用―育成―定着・人事体制―地域連携」という機能軸に沿って行い、各側面に
ついて石巻圏域と宮城県内陸部を対比し、設問形式が一致する項目については全国の類似調査
と対照する。本稿は 607 件の調査データの基礎集計に基づく記述的な分析であり、地域間およ
び全国との差異を記述的に把握することを主眼とする。

２．研究方法
2-1．調査対象と方法
　本調査は、東北 6 県に在住し従業員数 500 名以下の企業に勤務する経営者・会社役員、およ
び人事・総務担当者を対象とした WEB アンケートである。調査対象は、調査会社（スマート・
アナリティクス株式会社）のモニター、ならびに宮城県内の商工会議所および中小企業家同友
会の会員企業に協力を募った。調査時期は 2025 年 12 月から 2026 年 1 月であり、607 件の回
答が得られた。回答者の役職は代表取締役（社長）・副社長が 35.1％と最も多く、経営層（会長・
副会長、代表取締役・副社長、専務・常務・役員・取締役クラス、顧問・監査役クラス）が
全体の 57.3％を占める。業種はサービス業（他に分類されないもの）が 27.0％、建設業 18.3％、
製造業 17.3％の順に多い。
2-2．調査項目
　調査項目は、基本属性、人材戦略・方針、採用、育成、今後の方針、産学連携、離職の 7 カ
テゴリ、全 43 問から構成される。基本属性では本社所在地・会社形態・操業年数・役員数・
正社員数・非正社員数（およびそれぞれの女性数）・業種・回答者の役職等を尋ねた。人材戦略・
方針では、人事専任者の有無・人数に加え、中長期計画の策定、人手不足の認識、若年・即戦
力人材の採用強化の必要性、年次計画に基づく育成、定着・離職防止施策、外部連携、人事デー
タの把握を、「1．全くあてはまらない」から「5．非常に当てはまる」までの 5 件法で尋ねた。
採用では新卒・中途採用の実施有無・方法・選考方法・重視した点を、育成では OFF-JT・計
画的 OJT の実施状況、OFF-JT の実施主体・内容、自己啓発支援、育成上の問題点を尋ねた。
今後の方針では今後 3 年間の採用方針と強化したい人材層を、産学連携では直近 1 年間の実施
状況と目的を、離職では主な退職理由を尋ねた。
2-3．データの処理と地域区分
　分析にあたっては、元データ 627 件のうち正社員数と非正社員数の合計が 0 であった 20 件
を除外し、607 件を分析対象とした。各設問の集計においては、原則として正社員数が 0 の 8
件を除いた 598 件を集計対象とした。女性比率等の比率指標は、企業ごとに算出した値を平均
して求めている。
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　地域区分は、回答企業の本社所在地に基づき、（1） 石巻圏域（石巻市・東松島市・女川町）、（2） 
宮城県内（石巻圏域を除く）、（3） 東北地方（宮城県を除く）、（4） 東北地方以外、の 4 区分を
設けた（表 2-1）。本稿の関心は石巻圏域の特徴の析出にあるため、以下では宮城県内陸部（石
巻圏域を除く宮城県内。本稿で「宮城」と呼ぶ）を基準として、石巻圏域（「石巻」）の特徴を
明らかにすることを主軸とし、東北・東北以外を補助的な参照として用いる。

2-4．分析方法上の留意点
　本稿の分析は、比率および平均値による記述的な比較を中心とし、統計的検定は行わない。
石巻圏域の標本数が 40 件と限られ、地域別クロス集計ではセル度数が小さくなり検定結果が
不安定になりやすいためである。全国調査との対照は、設問形式・調査主体・対象規模が一致
するか近接する項目に限って行う。また、東北地方以外（32 件）には調査基準（従業員 500
名以下）に照らして大きな従業員数を報告した企業が含まれるため、正社員数等の規模関連指
標については当該区分を参照にとどめる。複数回答設問や実施企業に限定される設問では石巻
の有効回答数が小さくなるため、これらの数値は傾向の把握にとどめる。

３．結果
3-1．企業特性と人材の多様性
　地域別の企業特性（平均値）を表 3-1 に示す。操業年数の平均は石巻 41.3 年、宮城 40.5 年
とほぼ同水準であり、東北（46.7 年）・東北以外（53.4 年）がこれを上回る。正社員数や会社
役員数といった規模関連の指標はいずれの地域でも標準偏差が大きく、とくに東北以外は正社
員数の平均が約 3,595 人、会社役員数の平均が約 989 人と突出している。

区分 含まれる地域 標本数 構成比 (%)
石巻圏域 石巻市・東松島市・女川町 40 6.6
宮城県内（石巻圏域を除く） 上記を除く宮城県内 184 30.3
東北地方（宮城県を除く） 宮城県を除く東北 5県 351 57.8
東北地方以外 上記以外 32 5.3
合計 ― 607 100.0

区分 標本数 操業年数 (年 ) 正社員数 (人 ) 会社役員数 (人 )

石巻 40 41.3 35.1 5.0

宮城 ( 石巻除く ) 184 40.5 174.6 7.0

東北 ( 宮城除く ) 351 46.7 49.5 6.1

東北以外 32 53.4 3,594.8 988.6

全体 607 44.8 273.3 58.1

表 2-1　地域区分別の標本数

表 3-1　地域別の企業特性（平均値）

注：出所は本調査。

注：いずれも平均値。正社員数・会社役員数は標準偏差が大きく一部の大規模企業の影響を受ける。出所は本調査。
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　会社形態は、いずれの地域でも株式会社が最も多い。石巻では株式会社が 75.0％、有限会社
10.0％、個人企業 7.5％であり、宮城では株式会社 72.3％、有限会社 17.4％である。また業種構
成では、石巻で製造業の構成比（11 社・27.5％）が標本全体（17.3％）より高い。
　従業員構成における女性比率を、役員・正社員・非正社員の三層について全国値と対照した
ものが表 3-2 である。女性役員比率は石巻 26.2％、宮城 21.3％であり、いずれも全国平均（13.8％）
を上回る。石巻は四区分のなかで最も高い。女性正社員比率は石巻 33.4％、宮城 29.3％であ
り、いずれも全国平均（47.4％）を下回る。女性非正社員比率は宮城 66.3％、石巻 59.8％であり、
両地域とも全国平均（52.6％）を上回る。

3-2．採用
　人手不足および採用強化の必要性に関する設問の肯定計（「非常にあてはまる」と「ややあ
てはまる」の合計）を表 3-3 に示す。「人手不足を感じている」の肯定計は石巻 66.6％と最も高く、
宮城（50.8％）を 15.8 ポイント上回る。日本商工会議所・東京商工会議所（2024 年）の調査
では人手が不足していると回答した企業は 65.6％であり、石巻はこれとほぼ同等、宮城はこれ
を下回る。採用強化の必要性についても、石巻は若年人材で 61.5％、即戦力（中途）で 82.1％
と、いずれも宮城（順に 49.2％、57.6％）を上回る。とくに即戦力（中途）採用強化の必要性
は石巻で他の三区分を大きく上回る。

区分 女性役員比率 女性正社員比率 女性非正社員比率

本調査（地域別）

石巻 26.2 33.4 59.8

宮城 ( 石巻除く ) 21.3 29.3 66.3

東北 ( 宮城除く ) 21.4 35.3 58.2

東北以外 18.5 33.5 56.3

全体 21.5 33.2 60.5

全国（参考）

全国平均 13.8 47.4 52.6

項目 石巻 宮城
(石巻除く )

東北
( 宮城除く ) 東北以外 全体

人手不足を感じている 66.6 50.8 49.0 59.4 51.3

若年人材の採用強化が必要 61.5 49.2 44.5 56.3 47.8

即戦力 ( 中途 ) の採用強化が必要 82.1 57.6 51.3 59.4 55.7

表 3-2　女性比率の三層比較（地域別・全国）

表 3-3　人手不足感・採用強化の必要性認識（肯定計，地域別）

注：単位％。女性役員比率の全国値は帝国データバンク（2025 年）、女性正社員比率・女性非正社員比率の全国値は厚生労働省『令和
6 年版 働く女性の実情』による。全国値は調査主体・定義が本調査と異なるため水準の目安として参照する。

注：数値は肯定計（％）。全国値は日本商工会議所・東京商工会議所（2024 年）。設問・回答区分は本調査と必ずしも一致しない。出
所は本調査。
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　直近 3 年間に採用選考を実施した企業の割合を表 3-4 に示す。新卒採用選考の実施率は石巻
46.2％、宮城 41.3％、中途採用選考の実施率は石巻 76.9％、宮城 59.8％であり、いずれも石巻
がやや高い。石巻では中途採用選考の実施率が新卒採用選考の実施率を顕著に上回る。

　新卒採用の方法（複数回答）には地域差がみられる。石巻ではハローワーク（84％）、高校・
大学等への求人票掲載（74％）、高校・大学等での説明会・学校訪問（63％）の利用率が高い。
宮城では自社ホームページ（59％）や就職情報サイト（38％）の利用が石巻を上回り、新卒紹
介サービス（エージェント）（10％）や個別企業説明会（17％）も一定割合で利用されている
のに対し、石巻ではこれらの利用は確認されなかった（0％）。選考方法は両地域とも履歴書・
個人面接が中心であり、選考で重視した点は石巻で職業意識・勤労意欲・チャレンジ精神（63％）
とコミュニケーション能力（63％）が高い。ただし石巻の有効回答数は約 19 社と小さい。
　中途採用の方法（複数回答）では、石巻で転職サイト（45％）の利用が最も高く、ハローワー
ク（15％）は新卒時ほど高くない。宮城ではハローワーク（38％）、自社ホームページ（26％）、
転職エージェント（18％）の利用が石巻を上回る。中途採用で重視した点は、石巻でコミュニケー
ション能力（55％）やマナー・社会常識（48％）が宮城（順に 46％、44％）をやや上回る一方、
業務に役立つ専門知識・技能は宮城（32％）が石巻（21％）を上回る。
　今後 3 年間の採用方針を表 3-5 に示す。「拡大」と回答した企業の割合は石巻 38％と最も高
く、宮城（32％）がこれに次ぐ。石巻では「縮小」が 0％、「未定」も 10％と少ない。採用を
強化したい人材（複数回答）では、石巻で高校新卒（60％）と経験者（55％）が突出して高い。
宮城では経験者（39％）、大学新卒（34％）、高校新卒（32％）が上位を占め、「特にない」も
26％にのぼる。

項目 石巻 宮城
(石巻除く )

東北
( 宮城除く ) 東北以外 全体

新卒採用選考の実施率 46.2 41.3 32.7 65.6 38.1

中途採用選考の実施率 76.9 59.8 54.0 81.3 58.8

表 3-4　新卒・中途採用選考の実施率（地域別）

注：単位％。出所は本調査。

区分 拡大 現状維持 縮小 未定

石巻 38 51 0 10

宮城 ( 石巻除く ) 32 49 3 16

東北 ( 宮城除く ) 15 58 6 20

東北以外 25 63 6 6

全体 23 55 5 17

表 3-5　今後 3年間の採用方針（地域別）

注：単位％。四捨五入のため合計が 100％とならない場合がある。出所は本調査。



−36−

宮城県内中小企業における人材マネジメントの現状と課題
―石巻圏域を含む地域比較の視点から―

3-3．育成
　育成計画に関する 2 設問の肯定計を表 3-6 に示す。「人材獲得・育成に関する中長期計画を
策定している」の肯定計は石巻 30.8％、宮城 32.8％とほぼ同程度である。「年次計画に基づく
育成（OJT・Off-JT）を行っている」の肯定計は石巻 43.6％、宮城 29.6％であり、石巻が宮城
を上回る。なお石巻では「非常にあてはまる」が中長期計画で 2.6％、年次計画育成で 5.1％と
いずれも低く、肯定計の多くが「ややあてはまる」で構成されている。

　計画的 OJT および OFF-JT の実施状況について、実施した企業の合計（実施計）と「実施
していない」の割合を、本調査の地域別および全国・企業規模別に並置したものが表 3-7 であ
る。計画的 OJT の実施計は石巻 44％、宮城 45％であり、全国で最も規模の小さい 30 〜 49 人
層（49.9％）をいずれも下回る。OFF-JT の実施計は石巻 51％、宮城 50％であり、こちらも全
国 30 〜 49 人層（60.3％）を下回る。両地域とも OFF-JT の実施計が OJT の実施計を上回り、
この大小関係は全国の傾向と同方向である。

項目 石巻 宮城
(石巻除く )

東北
( 宮城除く ) 東北以外 全体

中長期計画を策定している 30.8 32.8 20.3 37.5 25.9

年次計画に基づく育成を行っている 43.6 29.6 26.5 56.3 30.2

区分 OJT
実施計

OJT
未実施

OFF-JT
実施計

OFF-JT
未実施

本調査（地域別）

石巻 44 46 51 38

宮城 ( 石巻除く ) 45 39 50 37

東北 ( 宮城除く ) 41 44 47 39

東北以外 57 22 47 31

全体 43 41 48 38

全国：厚生労働省「能力開発基本調査」（企業規模別）

30 〜 49 人 49.9 49.9 60.3 39.5

50 〜 99 人 52.6 46.9 66.8 33.2

100 〜 299 人 66.7 33.3 78.2 21.8

表 3-6　育成計画の策定・実施（肯定計，地域別）

表 3-7　計画的OJT・OFF-JT の実施状況（本調査・地域別／全国・規模別）

注：数値は肯定計（％）。出所は本調査。

注：単位％。実施計＝「両方実施」＋「正社員のみ」＋「正社員以外のみ」。本調査は「不明」を含むため実施計＋未実施＋不明＝
100。全国値は厚生労働省『令和 6 年度 能力開発基本調査』による。
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　OFF-JT を実施した企業の実施主体（複数回答）は、両地域とも「自社で実施した」が最も
多い（石巻 80％・宮城 70％）。石巻では業界団体（30％）や商工会議所など地域の経営者団体

（20％）の利用が宮城（順に 15％・12％）を上回る。一方、宮城では民間教育訓練機関（28％）、
親会社・グループ会社（16％）、公共職業訓練機関（15％）の利用が石巻を上回る。なお石巻
の有効回答数は約 20 社と小さい。
　労働者の自己啓発に対する支援の実施状況を表 3-8 に示す。「支援を行っていない」と回答
した割合は石巻 54％、宮城 38％であり、石巻が宮城を上回る。実施計は石巻 36％、宮城 43％
であり、石巻が宮城を下回る。

　人材育成上の問題点（複数回答）を表 3-9 に示す。両地域とも「指導する人材が不足してい
る」が最も多い（石巻 48％・宮城 43％）。石巻では「人材を育成しても辞めてしまう」（36％）、

「育成を行うための金銭的余裕がない」（24％）を挙げる割合が宮城（順に 27％・9％）を上回る。
とくに金銭的余裕に関する項目で石巻が宮城を大きく上回る。

3-4．定着・人事体制・地域連携
　人事を専任で担当する者の有無を表 3-10 に示す。「いる」と回答した割合は石巻 36％、宮城
34％であり、両地域とも東北以外（59％）を下回る。専任者一人当たりの正社員数（正社員数
300 人以上の企業を除く）は石巻 29.6 人、宮城 53.0 人であり、石巻が最も少ない。

区分 実施計 支援を行っていない

石巻 36 54

宮城 ( 石巻除く ) 43 38

東北 ( 宮城除く ) 41 39

東北以外 54 19

全体 43 39

問題点 石巻 宮城 (石巻除く )

指導する人材が不足している 48 43

人材を育成しても辞めてしまう 36 27

人材育成を行う時間がない 24 23

育成を行うための金銭的余裕がない 24 9

鍛えがいのある人材が集まらない 19 17

適切な教育訓練機関がない 10 14

人材育成の方法がわからない 10 8

表 3-8　自己啓発支援の実施状況（地域別）

表 3-9　人材育成の問題点（石巻・宮城，複数回答，主要項目）

注：単位％。実施計＝「両方支援」＋「正社員のみ」＋「正社員以外のみ」。「不明」を含むため合計は 100％とならない。出所は本調査。

注：単位％。複数回答のため合計は 100％を超える。出所は本調査。
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　定着・離職防止施策、人事データの把握、地域連携の肯定計を表 3-11 に示す。「定着・離職
防止を目的とした施策を実施している」の肯定計は石巻 48.7％、宮城 32.8％、「人事データを
把握している」の肯定計は石巻 46.2％、宮城 38.1％、「大学・商工団体・金融機関・自治体等
と連携している」の肯定計は石巻 38.4％、宮城 25.9％であり、いずれも石巻が宮城を上回る。

　直近 1 年間の産学連携の実施状況を表 3-12 に示す。「実施した」割合は石巻 38％、宮城
24％であり、石巻が宮城を上回る。実施した連携の形態は、石巻ではインターンシップ・教育
プログラム等の教育面での活動（21％）が中心である。連携の目的については、石巻で「人材
の獲得・育成」や「会社の認知度・ブランド価値の向上」が挙げられるが、実施企業の実数が
約 10 社と少ない。なお主な退職理由については、石巻の延べ回答数が 6 件と極めて少なく比
較に耐えないため、本稿では比較対象から除外する。

区分 人事専任「いる」(%) 専任者一人当たり
正社員数 (人 )

石巻 36 29.6

宮城 ( 石巻除く ) 34 53.0

東北 ( 宮城除く ) 36 55.8

東北以外 59 93.1

全体 37 54.8

区分 実施した 実施していない

石巻 38 62

宮城 ( 石巻除く ) 24 76

東北 ( 宮城除く ) 24 76

東北以外 53 47

表 3-10　人事専任体制（地域別）

表 3-12　直近 1年間の産学連携の実施状況（地域別）

注：専任者一人当たり正社員数は正社員数 300 人以上の企業を除いて算出。出所は本調査。

注：単位％。「実施した」は実施形態のいずれかを選択した企業の割合。出所は本調査。

項目 石巻 宮城
(石巻除く )

東北
( 宮城除く ) 東北以外 全体

定着・離職防止施策を実施している 48.7 32.8 27.7 43.7 31.5

人事データを把握している 46.2 38.1 27.7 46.9 33.2

大学・商工団体等と連携している 38.4 25.9 20.0 31.3 23.7

表 3-11　定着・人事データ把握・地域連携（肯定計，地域別）

注：数値は肯定計（％）。出所は本調査。
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４．考察
　本章では、第 3 章の結果を、(1) 石巻と宮城の対比、(2) 全国水準との対照、という二つの軸
から整理し、地域中小企業の人材マネジメントの特徴と課題を考察する。全国値との対照は、
設問形式・調査主体・対象規模が一致するか近接する項目に限る。
4-1．石巻圏域の人材マネジメントの特徴
　第 3 章の主要な指標について石巻・宮城・全国を対照したものが表 4-1 である。機能軸ごとに、
石巻の特徴は次のように整理できる。

　第一に、採用面では石巻が宮城を上回る。人手不足の肯定計（66.6％）は宮城（50.8％）を
大きく上回り、全国（65.6％）とほぼ同水準にある。即戦力（中途）採用強化の必要性認識、
中途採用選考の実施率、今後 3 年間の「拡大」方針も、いずれも石巻が宮城を上回る。採用チャ
ネルは、新卒ではハローワーク・求人票掲載・学校訪問といった地域・伝統型に偏り、強化し

指標 石巻 宮城
(石巻除く )

全国
( 参考 )

採用

人手不足を感じている（肯定計） 66.6 50.8 65.6

即戦力 ( 中途 ) 採用強化が必要（肯定計） 82.1 57.6 ―

中途採用選考の実施率 76.9 59.8 ―

今後 3年間「拡大」方針 38 32 ―

育成

年次計画に基づく育成（肯定計） 43.6 29.6 ―

計画的 OJT 実施計 44 45 49.9

計画的 OFF-JT 実施計 51 50 60.3

自己啓発支援「実施していない」 54 38 ―

定着・人事体制・連携

人事専任「いる」 36 34 ―

定着・離職防止施策（肯定計） 48.7 32.8 ―

地域連携（肯定計） 38.4 25.9 ―

産学連携の実施 38 24 ―

人材の多様性

女性役員比率 26.2 21.3 13.8

女性正社員比率 33.4 29.3 47.4

表 4-1　石巻・宮城・全国の主要指標の対照（まとめ）

注：単位％。「―」は本調査と直接対照可能な全国値がないことを示す。全国値は、人手不足が日本商工会議所・東京商工会議所（2024
年）、計画的 OJT・OFF-JT が厚生労働省『令和 6 年度 能力開発基本調査』の 30 〜 49 人層、女性役員比率が帝国データバンク（2025
年）、女性正社員比率が厚生労働省『令和 6 年版 働く女性の実情』による。
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たい人材として高校新卒を挙げる割合が高い。
　第二に、育成面では、年次計画に基づく育成の肯定計（43.6％）が宮城（29.6％）を上回る一方、
計画的 OJT・OFF-JT の実施計（44％・51％）は石巻・宮城とも全国の最小規模層（30 〜 49 人）
を下回る。さらに自己啓発支援については、石巻の「実施していない」割合（54％）が宮城（38％）
を上回る。
　第三に、定着・人事体制・地域連携については、定着・離職防止施策、人事データの把握、
地域連携の肯定計、産学連携の実施率のいずれも石巻が宮城を上回る。ただし人事の専任者を
置く企業の割合は石巻・宮城とも 3 割台にとどまり、専任者一人当たりの正社員数は石巻が最
も少ない。
4-2．全国水準との対照が示すもの
　全国値と直接対照しうる指標に着目すると、二つの対照的な事実が浮かび上がる。一つは、
女性役員比率（石巻 26.2％・宮城 21.3％）が全国平均（13.8％）を上回るのに対し、女性正社
員比率（石巻 33.4％・宮城 29.3％）は全国平均（47.4％）を下回るという、女性比率の層によ
る相違である。もう一つは、計画的 OJT・OFF-JT の実施計が石巻・宮城とも全国の最小規
模層（30 〜 49 人）の水準に届かない点である。
　これらを総合すると、石巻・宮城の中小企業では、採用意欲や女性の役員登用といった面で
相対的な積極性・高さがみられる一方、計画的育成の実施や女性正社員比率といった面では全
国水準に及ばない項目があるという対比が読み取れる。ただしこれは単一の横断調査から得ら
れた記述であり、育成体制の実態や背景にある制約要因を直接示すものではない。採用・登用
の面に比して、計画的育成の実施や人事体制の整備に相対的な伸びしろがある可能性を示唆す
るにとどまる。
4-3．宮城内陸部との差異の解釈
　石巻が宮城を上回る最も顕著な点は、人手不足感の強さと採用意欲の高さである。石巻の人
手不足の肯定計（66.6％）は全国並みであり、宮城（50.8％）を 15 ポイント以上上回る。沿岸
部に位置し人口減少の影響を受けやすい石巻圏域において、労働需給の逼迫が採用面の積極性
を相対的に高めている可能性がある。ただし本調査からは、地域の労働市場環境と企業の採用
行動との因果関係を特定することはできず、この点は仮説的な解釈にとどまる。
　他方で、採用面の積極性に比して、計画的育成の実施水準が全国の小規模層に届かないこと、
自己啓発支援の実施率が宮城を下回ること、人事の専任体制が限定的であることは、採用した
人材を育成し定着させる制度的基盤の面で、石巻が相対的な課題を抱えうることを示す。すな
わち、人材を「採る」局面での積極性と、「育てる・定着させる」局面での制度的基盤との間
に差がみられる。
4-4．実務的・政策的含意
　以上の知見は、地域中小企業の人材マネジメントにいくつかの示唆をもつ。第一に、石巻に
おいては、採用面の積極性を育成・定着の取組みへとつなげることが課題となりうる。採用の
入口に資源が集中する一方で計画的育成や人事体制の整備が相対的に遅れている場合、採用し



−41−

宮城県内中小企業における人材マネジメントの現状と課題
―石巻圏域を含む地域比較の視点から―

た人材の定着や能力開発が十分に進まない懸念がある。
　第二に、石巻で相対的に高い地域連携志向は、この課題に対する一つの回路となりうる。石
巻では OFF-JT の実施主体として業界団体や地域の経営者団体を利用する割合が宮城を上回
り、産学連携の実施率も高い。自社単独では確保しにくい育成資源を、商工団体・業界団体・
大学等との連携を通じて地域から補うという方向性は、人事専任体制が限られる中小企業に
とって現実的な選択肢となりうる。ただしこれらは記述的知見に基づく示唆であり、連携が実
際に育成・定着の成果に結びつくか否かは今後の継続的な調査による検証を要する。

５．結論
　本稿は、宮城県内中小企業の人材マネジメントの現状と課題を、石巻圏域を含む地域比較の
視点から、607 件の調査データの基礎集計に基づいて検討した。「採用―育成―定着・人事体
制―地域連携」の機能軸に沿った分析から、主に次の点が明らかになった。
　採用面では、石巻圏域は宮城県内陸部と比べて人手不足感が強く、中途採用選考の実施率や
今後の採用拡大方針も高い。新卒採用のチャネルはハローワーク・求人票掲載・学校訪問といっ
た地域・伝統型に偏り、強化したい人材として高校新卒を挙げる割合が高い。育成面では、年
次計画に基づく育成の肯定計は石巻が宮城を上回る一方、計画的 OJT・OFF-JT の実施計は
石巻・宮城とも全国の小規模層を下回り、自己啓発支援の実施率は石巻が宮城を下回る。定着・
人事体制・地域連携については、定着・離職防止施策、人事データの把握、地域連携の肯定計、
産学連携の実施率のいずれも石巻が宮城を上回るが、人事の専任体制は両地域とも限定的であ
る。女性比率については、役員層で全国平均を上回り、正社員層で全国平均を下回るという構
造が石巻・宮城に共通してみられた。
　これらを総合すると、石巻圏域では、採用や女性の役員登用の面で相対的な積極性・高さが
みられる一方、計画的育成の実施や人事体制の整備の面では全国水準や宮城に及ばない項目が
あるという対比が描かれる。また、石巻で相対的に高い地域連携・産学連携は、自社単独では
確保しにくい育成資源を地域から補う回路となりうる。本稿は、全国統計では捉えにくい県内
の地域差を記述的に示し、地方中小企業の人材マネジメントを地域比較の視点から検討した点
に意義をもつ。
　本研究にはいくつかの限界がある。第一に、一時点の横断的な調査に基づく記述的分析であ
り、変数間の因果関係を特定するものではない。第二に、データは回答者の自己申告に基づく。
第三に、石巻圏域の標本数は 40 件であり、複数回答設問や実施企業に限定される設問では有
効回答数がさらに小さくなるため、これらの結果は傾向の把握にとどまる。第四に、全国調査
との対照は、調査主体・設問形式・対象規模が必ずしも一致しないため水準の目安にとどまる。
加えて、東北地方以外の区分には規模の大きな企業が含まれており、規模関連指標の比較には
注意を要する。
　今後の課題として、第一に企業規模を統制したうえでの分析、第二に、なぜ石巻圏域で採用
意欲が高く育成の制度化が相対的に遅れるのかを解明する質的調査との接続、第三に、地域連
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携が実際に人材の育成・定着の成果に結びつくか否かを検証する継続的・縦断的な調査への接
続が挙げられる。具体的には、採用後の定着期間、昇進・役割登用、研修参加、地域連携活動
への参画状況などの行動データを収集するとともに、企業および従業員を継続的に追跡する縦
断調査を実施する必要がある。これらの課題に取り組むことが、地方中小企業の人材マネジメ
ントの理解を深め、地域の人材政策への示唆を豊かにするものと考える。
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